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能登半島地震関連情報（障害児関係事務連絡） 

 

 

■サービスの提供について 

○ 被災した障害児等の受入れにより一時的に定員を超え、人員配置基準や施設設備基準を

満たさない場合でも、報酬の減額を行わないこととしています。 

「災害により被災した要援護障害者等への対応について」（令和６年１月１日事務連絡） 

 

 

○ 避難所等において居宅介護等を提供した場合も報酬の対象となります。 

「災害により被災した要援護障害者等への対応について」（令和６年１月１日事務連絡）【再

掲】 

 

○ 市町村が障害児の安否確認を行うとともに、相談支援事業者と連携し、必要なサービス提供

につなげることをお願いしています。 

「災害により被災した要援護障害者等への対応について」（令和６年１月１日事務連絡）【再

掲】 

 

○ やむを得ない理由により、利用者の居宅等において、安否確認や相談支援等のできる限り

の支援の提供を行った場合は、これまでのサービスとして報酬の対象となります。 

「令和６年能登半島地震による災害に伴い一時的に避難をしている利用者に対する継続し

た障害福祉サービス等の提供について（石川県向け）」（令和６年１月３日事務連絡） 

「令和６年能登半島地震による災害に伴い一時的に避難をしている利用者に対する継続し

た障害福祉サービス等の提供について（新潟県、富山県及び福井県向け）」 

 

○ 障害児入所施設等において、避難所等に避難している障害児等を受け入れるため、周辺の

市町村を含め広域的に利用調整が行えるような体制の構築をお願いするとともに、定員を超

えて受け入れた場合でも所定の措置費を支払うこととしています。 

「令和６年度能登半島地震により被災した要援護者への対応及びこれに伴う特例措置等に

ついて」（令和６年１月４日事務連絡） 

 

○ 二次避難先での円滑な障害児支援の提供が受けられるよう、避難先市町村において、障害

児の把握に努めるとともに、相談対応や円滑な支給決定が行われるよう配慮事項をお示しし

ています。 

「令和６年能登半島地震に係る障害児支援関係の災害対応について（周知）（二次避難等を

受け入れる市町村における対応について）」（令和６年２月２日事務連絡） 
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○ 二次避難等をする障害児の受入れ先となる障害児支援施設・事業所等において、円滑な障

害児支援の提供ができるよう、可能な範囲で、これまで当該障害児が利用していた障害児

支援施設・事業所等と連携をとっていただくようお願いしています。 

「令和６年能登半島地震に係る障害児支援関係の災害対応について（周知）（二次避難等を

受け入れる市町村における対応について）」（令和６年２月２日事務連絡）【再掲】 

 

○ 「できる限りの支援」の具体的な方法や内容についてお示ししています。 

「令和６年能登半島地震に係る障害児通所支援関係の災害対応について（周知）（自宅や避

難所等に残る障害児等への対応について）（富山県、福井県、石川県及び新潟県向け）」（令

和６年２月２日事務連絡） 

 

 

■利用者への対応について 

○ 被災のためサービスの利用者負担の支払いが困難な方については、利用者負担の減免や

徴収の猶予を行うことができます。 

「災害により被災した要援護障害者等への対応について」（令和６年１月１日事務連絡）【再

掲】 

「令和６年能登半島地震による被災者に係る障害福祉サービス等に係る利用料等の取扱い

について」（令和６年１月９日事務連絡） 

「令和６年能登半島地震による障害福祉サービス等の利用料等免除の実施について（意向

確認依頼）」（令和６年１月９日事務連絡） 

「障害児者の皆様及び事業者の皆様向けリーフレットの送付について」（令和６年１月 19 日

事務連絡） 

 

○ 新規の支給決定や支給決定の変更について、通常の手続をとることができない場合には、

利用者からの聞き取りなどで代替することができます。 

「令和６年能登半島地震により被災した障害者等に対する支給決定等について」（令和６年１

月４日事務連絡） 

 

○ 利用者が受給者証を持っていなくてもサービスを提供できます。 

「令和６年能登半島地震により被災した障害者等に対する支給決定等について」（令和６年１

月４日事務連絡）【再掲】 

 

 

■報酬の請求について 
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○ 被災によりサービス提供記録を滅失又は棄損した場合は、令和５年 12 月分のサービス提供

分について、概算による請求を行う旨を国保連に届け出ることができ、この場合、これまでの

実績により算出した額が報酬として支払われます。 

「令和６年能登半島地震に伴う介護給付費等及び障害児通所給付費等の請求の取扱いに

ついて（令和５年 12 月サービス提供分）」（令和６年１月５日事務連絡） 

 

○ 被災により一時的に避難している障害児の学校休業中の放課後等デイサービスの利用につ

いては、学校休業日単価で基本報酬を算定することとなります。 

「令和６年能登半島地震に係る障害児支援関係の災害対応について（周知）（二次避難等を

受け入れる市町村における対応について）」（令和６年２月２日事務連絡）【再掲】 

「令和６年能登半島地震に係る障害児通所支援関係の災害対応について（周知）（自宅や避

難所等に残る障害児等への対応について）（富山県、福井県、石川県及び新潟県向け）」（令

和６年２月２日事務連絡）【再掲】 

 

 

■介護職員等の派遣、避難者の受入れについて 

○ 社会福祉施設等において、被災により避難生活が必要となった高齢者、障害者、こども等の

要配慮者についての緊急的な受入れや、他施設からの職員の応援の確保について広域的

な調整をお願いしています。 

「高齢者、障害者等の要配慮者への緊急的対応及び職員の応援確保について」（令和６年１

月４日事務連絡） 

 

○ 福祉避難所に対する福祉関係職員等の派遣に係る費用（人件費、旅費及び宿泊費）や社会

福祉施設等への派遣に係る旅費及び宿泊費の取扱いについて、災害救助費から支弁され

る旨を周知しています。 

「令和６年能登半島地震にかかる福祉避難所等に対する福祉関係職員等の派遣に係る費

用の取扱いについて」（令和６年１月４日事務連絡） 

 

○ 社会福祉施設において、介護職員等が不足している場合には、国や県などの調整を受けて、

別の事業所等より介護職員等の派遣を受けることができます。 

「令和６年能登半島地震の発生に伴う社会福祉施設等に対する介護職員等の派遣依頼予

定のご連絡について」（令和６年１月７日事務連絡） 

「令和６年能登半島地震の発生に伴う社会福祉施設等に対する介護職員等の派遣依頼に

ついて」（令和６年１月 10 日事務連絡） 

「令和６年能登半島地震の発生に伴う社会福祉施設等に対する介護職員等の派遣要望に

ついて」（令和６年１月 10 日事務連絡） 
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「令和６年能登半島地震の発生に伴う社会福祉施設等に対する介護職員等の派遣に係る Q

＆A について」（令和６年１月 16 日事務連絡） 

「令和６年能登半島地震の発生に伴う社会福祉施設等に対する介護職員等の派遣依頼に

ついての更なる協力のお願い」（令和６年１月 23 日事務連絡） 

 

 

■避難所等における対応について 

○ 避難所等における障害特性に応じた配慮や、視聴覚障害児等への情報・コミュニケーション

支援をお願いしています。 

「災害により被災した要援護障害者等への対応について」（令和６年１月１日事務連絡）【再

掲】 

 

○ 避難所等において発達障害児等に対し支援を行う際の配慮の例を周知しています。 

「被災した発達障害児・者等への避難所等における支援について」（令和６年１月４日事務連

絡） 

 

 

■その他 

○ ストーマ用品セーフティネット連絡会により、被災したストーマ保有者に対する約１か月分の

ストーマ用品の無償提供が行われる旨を周知しています。 

「被災されたストーマ保有者に対する支援について（情報提供）」（令和６年１月５日事務連絡） 

 

○ 特定非常災害の指定に伴い、権利利益の有効期間の満了日が令和６年６月 30 日まで延長

されます。 

「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第三条

第二項の規定に基づき同条第一項の特定権利利益に係る期間の延長に関し当該延長後の

満了日を令和六年六月三十日とする措置を指定する件等について」（令和６年１月 11 日事

務連絡） 

「令和６年能登半島地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措

置の指定に関する政令等について」（令和６年１月 16 日事務連絡） 

 

○ 社会福祉法人が令和６年能登半島地震による災害に対し寄付金を支出する際の資金の運

用に係る要件を緩和しています。 

「令和６年能登半島地震による被害に対し社会福祉法人が寄付金（義援金）を支出すること

についての特例について」（令和６年１月 12 日事務連絡） 


